
1 

 

 

令和６年７月１８日（木） 岐阜県発表資料 
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子ども家庭課 児童虐待対策監 岡本 名月 
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令和５年度岐阜県における児童虐待相談の状況について 

～県子ども相談センターの児童虐待相談対応件数は、過去最多～ 
 

 令和５年度に県内５カ所の県子ども相談センター（児童相談所）が対応した「児童虐待の相談

対応件数（速報値）」を取りまとめました。 

県が対応した県内の児童虐待相談対応件数は２，７２５件（対前年度１．５％増）で、過去

最多となりました。 

 

１ 児童虐待相談対応状況 

【状 況】                                    
○種   別  「心理的虐待」が１，４２７件（全体の５２．４％）と最も多く、次いで「身体的虐

待」が９６０件（同３５．２％）、３番目に「保護の怠慢・拒否（ネグレクト）」が

３００件（同１１．０％）となっています（表１）。 

○年 齢 構 成  「９歳～１２歳未満」が５３８件（全体の１９．７％）と最も多く、次に「６歳～

９歳未満」が５２３件（同１９．２％）、３番目に「３歳～６歳未満」が４９５

件（同１８．２％）となっています（表１）。 

○主な虐待者  「実母」が１，２２４件（全体の４４．９％）と最も多く、次に「実父」が１，１９７

件（同４３．９％）となっています（表２）。 

○相談の経路  「警察等」が８９９件（全体の３３．０％）と最も多く、次いで「学校」が５３３件

（同１９．６％）、３番目に「市町村」が４８５件（同１７．８％）となっていま

す（表３）。 

○一 時 保 護  児童虐待により一時保護を行った件数は３１７件で、延べ日数は７，１５７日となっ

ています（表４）。 

図 児童虐待相談対応件数の動向（平成２０年度～令和５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岐阜県政記者クラブ加盟社 各位 

※Ｒ４、Ｒ５の全国の対応件数は未公表 
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【被措置児童等虐待とは】 

児童養護施設等への入所や里親委託などの措置をされている児童に対して、施設職員や里

親などが行う虐待をいいます。 

 

【分 析】 

・ 県の対応件数は２，７２５件（前年度２，６８４件 対前年度比１．５％増）で、過去最

多となりました。 

・ こどもサポート総合センターにおける岐阜市・警察との同一フロアによる連携など、市

町村と子ども相談センターとの連携が進み、市町村からの相談が増加(昨年度から７９

件増)したことから虐待の相談対応件数が増加したものと考えられます（表３）。 

・ 児童相談所虐待対応ダイヤル「１８９」の認知や児童虐待に対する意識の高まりにより、

虐待が重篤化する前の軽微な段階で早めに相談されることが増えており、対応として保

護者等への面接指導の件数が増加しています（表５）。 

 

２ 令和５年度における被措置児童等虐待の状況（児童福祉法第33条の16に基づく公表）  

 

 

 

 

 

 

・ 被措置児童の権利擁護を図るため、虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、子ども

相談センターや福祉事務所などに通告しなければならず、県は通告を受けた場合には被措

置児童等虐待の防止や被措置児童等の保護のために必要な措置を講ずることとされてい

ます。 

・ 児童福祉法に基づき、県は毎年度、被措置児童等虐待の状況等を公表することとなってお

り、令和５年度の本県における被措置児童等虐待の状況は以下のとおりです。 

 

（１） 被措置児童等虐待の通告件数 １４件 

 

（２） 事実確認調査の結果 

・ 虐待の事実が認められた事案     ５件 

・ 虐待の事実が認められなかった事案  ６件 

・ 虐待の事実の有無が判断できない事案 ３件 

 

（３） 被措置児童虐待の状況(重複あり) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【施設種別】 

・ 社会的養護関係施設 ４件 

・ 障害児施設   １件 

  

 

【虐待種別】(重複あり) 

・ 身体的虐待 ２件  

・ 心理的虐待 ２件 

・ 性的虐待  １件 

・ ネグレクト １件 

 

  

 

【被害児童の年齢】(重複あり) 

・ 小学生  ２件 

・ 中学生  ３件 

・ 高校生等 １件 

  

 

【加害者の職種】 

・ 施設職員 ５件 

  

 
【都道府県が講じた措置】 

・ 文書による指導 ５件 
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児童虐待に関する相談、通告は子ども相談センター、市町村等で受け付けています。児

童虐待を発見した時や、虐待ではないかと疑われる場合には、速やかに通告(相談)をお願

いします。 

 

 

  

岐阜県内の相談・通告窓口 （２４時間・３６５日） 

児童虐待かもと思ったら、ご連絡ください。 

児童相談所虐待対応ダイヤル「１８９（いちはやく）」 
（通話料無料）     

 

～ 子育てに悩んだ時など子どもに関する様々な相談は ～ 

■児童相談所相談専用ダイヤル「０１２０－１８９
いちはやく

－
お

７８３
な や み を

」（通話料無料） 

■スマートフォンのLINEアプリから「親子のための相談LINE」公式アカウント

を友達登録すると、LINEで子育てに関する相談ができます。 
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【参考資料】 

表１ 被虐待児の年齢構成・虐待種別 

 

 

表２ 主な虐待者 
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表３ 虐待相談の主な経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４ 一時保護の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５ 虐待相談への対応状況 
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令和６年度に県が行う主な児童虐待対策 
 

県では、５カ所の子ども相談センターを中心に、虐待の発生予防から早期発見、早期対応、

再発防止、子どもの自立に至るまでの切れ目のない総合的な支援を行っています。 

今年度は、虐待の発生予防を目的としてマルトリ予防※をテーマに啓発活動を実施します。 

また、全国的に生後間もない子どもの虐待死が多いことから、妊娠・出産に不安を抱える妊

産婦を宿泊支援も含め伴走型で支援する「妊産婦生活支援事業」を２カ所で実施します。 

その他、ヤングケアラーへの支援や、ケアリーバー(児童養護施設等の退所者)への継続的な

支援にも力を入れています。 

 

※マルトリ(マルトリートメント)は不適切な養育を意味し、マルトリートメントが子ど 

もの脳の発達に影響を及ぼすことが研究で明らかになっています。 

 

（１） 児童虐待防止のための広報・啓発 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２） 子どもや子育て家庭への相談支援体制の充実 
 

ヤングケアラーやケアリーバー(児童養護施設等の退所者)への支援、妊娠や出産につ

いて悩む人に対して相談支援を行う「妊産婦等生活援助事業」などを通じて児童虐待

防止に努めます。 

                      

                  

・ 

                 

           

 

 

 

 

 

  

○ 児童相談所虐待対応ダイヤル「１８９」の周知 

○ 児童虐待防止推進月間（１１月）における、ぎふオレンジリボン運動の展開 

 オレンジリボン児童虐待防止講演会 

 県内各地域で街頭啓発、県のイベント等での啓発ブース設置 

 県有施設等でのオレンジライトアップ 

 オレンジリボンたすきリレー 

 
 

【ヤングケアラーへの支援】 

○ ヤングケアラー支援体制構築事業 

 ヤングケアラーコーディネーター 

中央子ども相談センターと子ども家庭課に配置。市町村や関係機関を訪問しヤング

ケアラー支援についての啓発や対応のノウハウについて助言。 

 支援者向けヤングケアラー研修 

 オンラインサロン 

ヤングケアラー等が気軽に集えるオンラインサロンを実施。 

 ＳＮＳによるオンライン相談【新規】 

 

【ケアリーバーへの支援】 

○ 社会的養護自立支援拠点事業【新規】 

 施設退所後の生活や就労についての相談 

 ケアリーバーの相互交流の機会を提供 

 緊急避難場所の提供 

 ケアリーバーの自立支援への協力企業を増やす「職親プロジェクト」 

○ 自立支援コーディネーター【拡充】 

各子ども相談センターに自立支援コーディネーターを配置。本人とともに退所後の生活

について支援計画を立て、退所後も状況把握し、相談に応じる。 

 

【妊産婦への支援】 

○ 妊産婦等生活援助事業【新規】 

妊娠・出産について不安を抱える人の相談に応じ、支援計画を立て伴走型で支援。 
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（３） 関係機関との連携の推進・子ども相談センターの体制強化 
 

福祉・教育・司法・医療などの各機関のネットワークを活用して、相互の情報共有・

連携を図るとともに、関係機関を対象とした研修会の開催による人材育成、子ども相談

センターの体制強化により、児童虐待の防止に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関係機関との連携】 

・ 「こどもサポート総合センター」における中央子相・警察・岐阜市との連携 

・ 中央子ども相談センターに市町村支援担当課(連携支援課)を設置 

市町村支援、ヤングケアラー支援、施設退所者等支援などを実施 

・ 児童虐待予防医療ネットワーク事業 

医療機関からの相談に応じる児童虐待専門コーディネーター、医療従事者向け

研修など 

【児童虐待防止に関する人材育成】 

・ 児童福祉司の専門性向上のための研修 

・ 児童心理司等の専門性向上のため保護者支援プログラム研修の受講 

・ 市町村の児童相談担当職員、里親、児童福祉施設職員、主任児童委員、民生委

員・児童委員、学校教員、保育士等に対する研修の実施 

【子ども相談センターの機能強化】 

・ 児童福祉司や児童心理司の計画的な増員 

・ 保健師、警察ＯＢ職員の配置 

・ 児童虐待対応弁護士の設置 

・ 自立支援コーディネーターの配置【拡充】 

・ 外国人の相談への対応強化のため、オンライン通訳の利用を開始【新規】 


